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健康日本21（第二次）最終評価の結果（栄養・食生活）１／２

項目 評価指標
策定時の

ベースライン値
最終評価

目標値
（令和４年度）

評価
項目
評価

①適正体重を維持している者の増加
（肥満（BMI25以上）、やせ
（BMI18.5未満）の減少）

20歳〜60歳代男性の
肥満者の割合

31.2%
（平成22年）

35.1%
34.7% (年齢調整値)

（令和元年）
28% D

C40歳〜60歳代女性の
肥満者の割合

22.2%
（平成22年）

22.5%
22.7% (年齢調整値)

（令和元年）
19% C

20歳代女性のやせの
者の割合

29.0%
（平成22年）

20.7%
（令和元年）

20% C

②適切な量と質の食事をとる者の
増加
ア 主食・主菜・副菜を組み合わせ
た食事が１日２回以上の日がほぼ毎
日の者の割合の増加

主食・主菜・副菜を
組み合わせた食事が
１日２回以上の日が
ほぼ毎日の者の割合

68.1%
（平成23年度）

56.1%
（令和元年度）
参考：37.7%
（令和３年度）

80% D

C
イ 食塩摂取量の減少 食塩摂取量

10.6g
（平成22年）

10.1g
10.0g (年齢調整値)

（令和元年）
8g B*

ウ 野菜と果物の摂取量の増加

野菜摂取量の平均値
282g

（平成22年）

281g
275g (年齢調整値)

（令和元年）
350g C

D

果物摂取量100ｇ
未満の者の割合

61.4%
（平成22年）

63.3%
66.5% (年齢調整値)

（令和元年）
30% D

栄養・食生活、⾝体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び⻭・⼝腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の改善に関する⽬標
（１）栄養・食生活
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健康日本21（第二次）最終評価の結果（栄養・食生活）２／２

項目 評価指標
策定時の

ベースライン値
最終評価

目標値
（令和４年度）

評価
項目
評価

③共食の増加（食事を１人で食べる
子どもの割合の減少）

朝食 小学生
15.3%

（平成22年度）
12.1%

（令和３年度）
減少傾向へ A

A

朝食 中学生
33.7%

（平成22年度）
28.8%

（令和３年度）
減少傾向へ A

夕食 小学生
2.2%

（平成22年度）
1.6%

（令和３年度）
減少傾向へ A

夕食 中学生
6.0%

（平成22年度）
4.3%

（令和３年度）
減少傾向へ A

④食品中の食塩や脂肪の低減に取り
組む食品企業及び飲食店の登録数の
増加

食品企業登録数
14社

（平成24年）
117社以上

（令和３年度）
100社 A

B*

飲食店登録数
17,284店舗
（平成24年）

24,441店舗
（令和元年）

30,000店舗 B*

⑤利用者に応じた食事の計画、調理
及び栄養の評価、改善を実施してい
る特定給食施設の割合の増加

（参考値）管理栄養
士・栄養士を配置し
ている施設の割合

70.5%
（平成22年度）

74.7%
（令和元年度）
参考：75.5%
（令和２年度）

80% B* B*
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健康日本21（第二次）最終評価の結果

適正体重を維持している者の割合は、「C 変わらない」であった。

▽20～60歳代男性の肥満者の割合の推移

出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」

▽40～60歳代女性の肥満者の割合の推移

【評価等（抜粋）】
○ 評価は「C 変わらない」であった。
○ 令和元年の20〜60歳代男性の肥満者の割合（年齢調整値）は、平成22年の31.2％と比較して34.7％と有意に

増加した。
○ 令和元年の40〜60歳代女性の肥満者の割合（年齢調整値）は、平成22年の22.2％と比較して22.7％と有意な

変化はなかった。
○ 令和元年の20歳代女性のやせの者の割合（年齢調整値）は、平成22年の29.0％と比較して20.7％と有意な

変化はなかった。

▽20歳代女性のやせの者の割合の推移
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健康日本21（第二次）最終評価の結果

適切な量と質の食事をとる者の割合は、「C 変わらない」であった。

▽主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日
がほぼ毎日の者の割合の推移（20歳以上）

【評価等（抜粋）】
○ 評価は「 C 変わらない」であった。
○ 令和元年の主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合は、平成23年の

68.1％と比較して56.1％と減少傾向であった。
○ 令和元年の食塩摂取量の平均値（年齢調整値）は、平成22年の10.6ｇと比較して10.0ｇと有意に減少した

ものの⽬標値には達していない。

出典：内閣府「食育に関する意識調査」（平成23年度～平成27年度）
農林水産省「食育に関する意識調査」（平成28年度～令和３年度）

注：令和２年度以降は「郵送及びインターネットを用いた自己式」に
変更となっている（令和元年度までは「調査員による個別面接聴取」）

▽食塩摂取量の平均値の推移（20歳以上）

出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」
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健康日本21（第二次）最終評価の結果

適切な量と質の食事をとる者の割合は、「C 変わらない」であった。

▽野菜摂取量の平均値の推移（20歳以上）

【評価等（抜粋）】
○ 令和元年の野菜摂取量の平均値（年齢調整値）は、平成22年の282ｇと比較して275ｇと有意な変化はなかった。
○ 令和元年の果物摂取量が100ｇ未満の者の割合（年齢調整値）は、平成22年の61.4％と比較して66.5％と有意

に増加した。

出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」

▽果物摂取量100g未満の者の割合の推移（20歳以上）
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健康日本21（第二次）最終評価の結果

共食の増加（食事を１人で食べる子どもの割合の減少）については、「A ⽬標値に達した」であった。

▽食事を１人で食べる子どもの割合の推移

【評価等（抜粋）】
○ 評価は「A 目標値に達した」であった。
○ 令和３年度の食事を１人で食べる子どもの割合は、平成22年度と比較して、朝食は小学５年生と中学２年生の
それぞれ15.3％、33.7％から12.1％、28.8％へと減少した。夕食は、小学５年生と中学２年生のそれぞれ2.2％、
6.0％から1.6％、4.3％へと減少した。

出典：平成 22（2010）年度：日本スポーツ振興センター
「平成22年度 児童生徒の食生活等実態調査」

平成26（2014）年度：厚生労働科学研究費補助⾦
「食事摂取基準を用いた食生活改善に資するエビデンスの
構築に関する研究」

令和３（2021）年度：科学技術振興機構戦略的
国際共同プログラム「新型コロナウイルス感染症COVID-19）
による⻘少年の生活および健康への影響およびその関連因⼦
に関する日欧⽐較研究」

朝食 小学５年生 朝食 中学２年生

夕食 小学５年生 夕食 中学２年生
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健康日本21（第二次）最終評価の結果

食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業及び飲食店の登録数の増加については、「B＊ 現時点で⽬標値に達して

ないが、改善傾向にある（⽬標年度までに⽬標到達が危ぶまれるもの）」であった。

▽食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業の登録数の推移

【評価等（抜粋）】
○ 評価は「 B＊ 現時点で目標値に達してないが、改善傾向にある（目標年度までに目標到達が危ぶまれるもの）」

であった。
○ 食品企業については、中間評価の時点で⽬標を達成した。
○ 飲食店については、平成24年から相対的変化率＋41.4％であり５％を超えて改善していたが、平成30年、令和

元年と減少した。

出典：厚生労働省健康・生活衛生局健康課による把握
（スマート・ライフ・プロジェクト登録時の調査票による把握）

▽食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む飲食店の登録数の推移

出典：厚生労働省健康・生活衛生局健康課による把握
（⾃治体からの報告）

7



健康日本21（第二次）最終評価の結果

利用者に応じた食事の計画、調理及び栄養の評価、改善を実施している特定給食施設の割合は、 「B＊ 現時点で⽬標

値に達してないが、改善傾向にある（⽬標年度までに⽬標到達が危ぶまれるもの）」であった。

▽管理栄養⼠・栄養⼠を配置している特定給食施設の割合の推移

【評価等（抜粋）】
○ 評価は「 B＊ 現時点で目標値に達してないが、改善傾向にある（目標年度までに目標到達が危ぶまれるもの） 」

であった。
○ 管理栄養士・栄養士を配置している特定給食施設の割合は、平成22年度からの相対的変化率＋６％であり５％を

超えて改善しているが、増加の傾きから、⽬標年度までに⽬標達成が危ぶまれた。

出典：厚生労働省「衛生⾏政報告例」

▽管理栄養⼠・栄養⼠を配置している特定給食施設の割合の推移
（施設の種類別）
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目標 指標 現状値 目標値 （令和14年度）

適正体重を維持して
いる者の増加

（肥満、若年女性の
やせ、低栄養傾向の
高齢者の減少）

ＢＭＩ18.5以上25未
満（65歳以上はＢＭ
Ｉ20を超え25未満）

の者の割合
（年齢調整値）

60.3 ％（令和元年度） 66 ％

児童・生徒における
肥満傾向児の減少

児童・生徒における肥
満傾向児の割合

10歳（小学５年生）

10.96 %（令和３年度）

第２次成育医療等基本方針
に合わせて設定

バランスの良い食事
を摂っている者の

増加

主食・主菜・副菜を
組み合わせた食事が
１日２回以上の日が
ほぼ毎日の者の割合

なし
 （参考）令和３年度食育に関する

意識調査：37.7％

50 %

野菜摂取量の増加 野菜摂取量の平均値 281 ｇ（令和元年度） 350 ｇ

果物摂取量の改善 果物摂取量の平均値 99 ｇ （令和元年度） 200 ｇ

食塩摂取量の減少 食塩摂取量の平均値 10.1 ｇ（令和元年度） 7 ｇ

健康日本21（第三次）栄養・食生活領域の目標項目
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健康日本21（第三次）栄養・食生活領域の目標項目

社会とのつながり・こころの健康の維持及び向上

目標 指標 現状値 目標値 （令和14年度）

地域等で共食して
いる者の増加

地域等で共食している
者の割合

なし 
（参考）令和３年度食育に関する意識調

査：15.7％

45 %

誰もがアクセスできる健康増進のための基盤の整備

自然に健康になれる環境づくり

「健康的で持続可能
な食環境づくりのた
めの戦略的イニシア

チブ」の推進

「健康的で持続可能な
食環境づくりのための
戦略的イニシアチブ」
に登録されている

都道府県数

０都道府県（令和４年度） 47 都道府県

利用者に応じた食事
提供をしている特定
給食施設の増加

管理栄養士・栄養士を
配置している施設（病
院、介護老人保健施設、
介護医療院を除く。）

の割合

70.8 %（令和３年度） 75 %
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健康日本21（第三次）栄養・食生活領域の目標項目

ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり

目標 指標 現状値 目標値 （令和14年度）

児童・生徒における
肥満傾向児の減少

（再掲）

児童・生徒における
肥満傾向児の割合

10歳（小学５年生）

10.96 %（令和３年度）
第２次成育医療等基本

方針に合わせて設定

低栄養傾向の
高齢者の減少

（適正体重を維持
している者の増加
の一部を再掲）

ＢＭＩ20以下の高齢者
（65歳以上）の割合 16.8 %（令和元年度） 13 %

若年女性のやせ
の減少

（適正体重を維持
している者の増加
の一部を再掲）

ＢＭＩ18.5未満の
20歳〜30歳代女性の

割合

18.1 %（令和元年度） 15 %
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食生活改善普及運動の実施
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⚫ 毎年９月に「食生活改善普及運動」を実施

⚫ 令和６年度は、「食事をおいしく、バランスよく」を基本
テーマとし、「主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１
日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合の増加」、「野
菜摂取量の増加」、「食塩摂取量の減少」等に向けた
取組について、更に強化するため全国的に展開

⚫ 普及啓発用ツールをスマート・ライフ・プロジェクトのウェブ
サイトに掲載するとともに、取組事例を収集して横展開を
進めていく等、バランスの良い食事を入手しやすい環境づ
くりを推進【令和６年度の普及啓発ツール例】

バランスのよい食事

普及チラシ

毎日プラス1皿の野菜

おいしく減塩まずは1日マイナス2g 毎日のくらしwithミルク

店頭POP

「食事をおいしく、バランスよく」

（https://www.smartlife.mhlw.go.jp/event/plus1tool）

https://www.smartlife.mhlw.go.jp/event/plus1tool


食生活改善普及運動における好事例
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１．実施期間：令和３年９月６日（木）から

２．実施場所：小田原市内セブンイレブン全39店舗に協力依頼

３．対象者：小田原市民

小田原市の平成30年における脳血管疾患による死亡率は、人⼝10万人当たり101.5人で
神奈川県内ワースト１位である。脳血管疾患の予防には食事と運動が大切であるが、コロ
ナ禍で外食を控え、中食の利用者が増えている現状から、脳血管疾患予防に効果のある野
菜のプラス購入を勧奨することで、脳血管疾患の予防に努める市民を増やそうと、平成29
年から協定（※）を結んでいるコンビニエンスストアに協力を依頼し「もう１皿の野菜で
脳血管疾患予防」を実施した。

４．実施内容：

• お弁当コーナーなどに、野菜（サラダ、惣菜を含む）の購入を促すようなPOPを設置

• 食生活の改善や栄養バランスを考えた商品の選び方のチラシを配架

５．本取組の効果：

• 市の広報やSNSを活用して事業の普及啓発したところ、ツイッターを見てセブンイレブ
ンへ行った等の書き込みがあった。

• 令和４年２月に各店舗に実施したアンケート結果から「 POPやチラシについてお客様か
ら聞かれたことがある」、「野菜を購入する人が増えたように感じる」といった感想が
あった。また、オーナーや従業員の方からも、「⾃分も野菜を食べることを意識するよ
うになった」「食事に野菜料理が増えた」等、⾃分⾃⾝の変化を促すことができた。

(※)株式会社セブン-イレブン・ジャパンと小田原市政情報発信及び地域見守り活動に関する協定

【「プラスもう一皿！」野菜を食べて脳血管疾患予防】
https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/welfare/health/brain/p32490.html

【「野菜たっぷり（ひそかに減塩）弁当」】
https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/welfare/health/brain/p34135.html

https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/welfare/health/brain/p32490.html
https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/welfare/health/brain/p34135.html


スマート・ライフ・プロジェクトにおける適切な栄養・食生活の普及
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国民や企業への健康づくりに関する新たなアプローチ

＜スマート・ライフ・プロジェクト＞
⚫ 「健康寿命をのばそう！」をスローガンに、国民全体が人生の最

後まで元気に健康で楽しく毎日が送れることを目標とした国民
運動。

⚫ 「適度な運動」「適切な食生活」「禁煙」「健診・検診の受診」を
主なテーマとして、健康寿命の延伸を目指し、健康づくりに取り
組む企業・団体・自治体の支援を通じて、個人や企業の「健康
意識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての
国民運動へ発展させることを目指しています。



スマート・ライフ・プロジェクトにおける好事例
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食事摂取基準の概要
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• 食事摂取基準は、健康増進法第16条の２に基づき厚生労働大臣が定めるものとされ、国民の健康の
保持増進、生活習慣病の発症予防を⽬的として、エネルギー及び各栄養素の摂取量について、１日
当たりの基準を示したものであり、５年ごとに改定を行っている。

• 健常者及び傷病者を対象とした事業所給食、医療・介護施設等における栄養・食事管理（入院時食事療養における
栄養補給量の設定等）

• 学校給食実施基準の策定
• 食品表示基準（栄養成分表示、機能性表示等の基準）、特別用途食品（病者用食品等）の基準の策定
• 国及び地域における計画策定及び評価（健康日本２１（第三次）、食育推進基本計画等） 等

• 戦後、科学技術庁が策定してい
た「日本人の栄養所要量」は、
昭和44年の策定より、厚生省が
改定を行うこととなった。

• また、平成16年に策定した「日
本人の食事摂取基準（2005年
版）」において、食事摂取基準
の概念を全面的に導入し、名称
を変更した。

• 国民の体位、食生活及び健康課
題の変化等を鑑みながら、最新
の知見に基づき、初回策定以降、
５年ごとに改定を行っている。

（参考） 食事摂取基準の沿革

使用期間 公表時期

日本人の栄養所要量 （初回策定） 昭和45年４月〜50年３月 昭和44年８月

（第１次改定） 昭和50年４月〜55年３月 昭和50年３月

（第２次改定） 昭和55年４月〜60年３月 昭和54年８月

（第３次改定） 昭和60年４月〜平成２年３月 昭和59年８月

（第４次改定） 平成２年４月〜 ７年３月 平成元年９月

（第５次改定） 平成７年４月〜12年３月 平成６年３月

（第６次改定） -食事摂取基準- 平成12年４月〜17年３月 平成11年６月

日本人の食事摂取基準（2005） 平成17年４月〜22年３月 平成16年10月

日本人の食事摂取基準（2010） 平成22年４月〜27年３月 平成21年５月

日本人の食事摂取基準（2015） 平成27年４月〜令和２年３月 平成26年３月

日本人の食事摂取基準（2020） 令和２年４月〜７年３月 令和元年12月

日本人の食事摂取基準（2025） 令和７年４月〜 令和６年10月

• 「「日本人の食事摂取基準（2025年版）」策定検討会」の報告書を令和６年10月に取りまとめ、
その内容に沿って食事摂取基準の改定を行い、令和６年11月に告示を行った。



「e-健康づくりネット」によるコンテンツの発信
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解説書

支援ツール健康づくり支援担当者のための総合情報サイト

日本全国の地方⾃治体や企業・団体などで、健康づくりの取り組みを検
討・実施されている方々に向けて、健康づくりのポイントや参考となる事
例をそれぞれの内容にあわせたツールでご紹介しています。今後も新規
ツールの追加や、指針・ガイドライン等の改訂に伴う内容の更新を予定し
ています。
これから検討を始める方、既に実施している施策をより効率的にしたい

方など、健康づくりを実施される方に、すぐにご活用いただける情報をお
届けします。

（https://e-kennet.mhlw.go.jp/）



健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ
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○ 厚生労働省は、有識者検討会※1報告書（2021年6月公表）及び東京栄養サミット2021（2021年12月開催）を踏まえ、産学官等
連携※2による食環境づくりの推進体制として、「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」を2022年３月に立ち上げ。

○ 本イニシアチブは、「食塩の過剰摂取」、「若年女性のやせ」、「経済格差に伴う栄養格差」等の栄養課題や環境課題を重大な
社会課題として捉え、産学官等の連携・協働により、誰もが⾃然に健康になれる食環境づくりを展開。日本はもとより、世界の
人々の健康寿命の延伸、活力ある持続可能な社会の実現を目指す。

産学官等関係者の緊密な連携

※1 ⾃然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会 ※2 「産」は、食品製造事業者、食品流通事業者、メディア等、多様な業種を含む。

産

• 栄養面等のSMART※行動⽬標の設定・取組の実施・進捗報告 等 • 中立的・公平な立場
での食環境づくりに
資する研究の推進

• 事業者への適正な支
援、消費者への適正
な情報の提供

• 全体の仕組みづくり・成果等の
取りまとめ、関係者間の調整

• 健康・栄養政策研究を推進する
ための環境整備

学 官（厚生労働省）

職能団体・市民社会 等

• 事業者への建設的提言

• 消費者と事業者の適切な仲介
機関投資家・金融機関 等

ESG評価・投資・融資（事業機会の拡大を後押し）

➢ 栄養面・環境面に配慮した商品の積極的開発・主流化【食品製造】
➢ 事業者単位・全社的に行う栄養面や環境面の取組の推進 【食品製造】
➢ 上記商品の販売促進 【食品流通】
➢ 健康的で持続可能な食生活の実践の工夫に関する情報提供 【メディア等】

活力ある持続可能な社会の実現

健康寿命の延伸

健康の保持増進・生活習慣病の予防

食品へのアクセス向上・情報へのアクセス向上
（健康関心度等に応じたアプローチ）

健康的で持続可能な食環境の実現に向けた社会実装エコシステムの構築と展開

※ Specific(具体的), Measurable(測定可能), Achievable(達成可能), Relevant(関連のある), 
Time-bound(期限のある)

参画事業者数：40事業者（令和６年11月時点）



• 「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」では、健康日本21（第三次）の⽬標の指標とされた、全都道府県のイニシアチ
ブへの登録の推進に向けて、2024年６月に食環境アライアンスを立ち上げ。

• 都道府県等は、食環境アライアンスへの参画により、イニシアチブのリソースを活用し、健康的で持続可能な食環境づくりを
効果的・効率的に推進することができる。

• 都道府県等の組織体とイニシアチブの両方に参画する事業者は、両者それぞれのインセンティブを享受することができる。

A県

事業者①

厚生
労働省

学術管内
市町村

市民
社会

職能
団体

事業者②

学術

市民
社会

職能
団体

E
県

A
県

B
県

C
県

D
県

イニシアチブ
食環境アライアンス

機関投資家・
金融機関

相補的・相乗的
に連携

厚生
労働省

事業者の参画パターン

① 都道府県等の組織体とイニシアチブの
両方に参画

② 都道府県等の組織体とイニシアチブの
いずれかに参画

地方銀行・
信用金庫等

都道府県等の組織体

アライアンスメンバー間で意見・情報交換

事業者②

「健康的で持続可能な食環境づくりのための国・都道府県等アライアンス
（食環境アライアンス）」の構築(2024年６月立ち上げ)

参画⾃治体数：17府県（令和６年11月時点）
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